
①　 発行可能株式総数 2 2 3 ,0 0 0 ,0 0 0 株

②　 発行済株式 総数 5 6 ,0 5 7 ,4 7 4 株

③　 株主数 1 3 ,6 0 0 名

株 主 名
当 社 へ 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ル ネ ッ ト 2 1 ,3 9 3 千株 4 2 .1 1 ％

B  A BA  A /2 / A D EC/
X C A   A

6 ,0 0 7 1 1 .8 2

多 根 幹 雄 2 ,6 1 2 5 .1 4

三 城 社 員 持 株 会 2 ,5 2 5 4 .9 7

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

2 ,2 8 1 4 .4 9

特 定 有 価 証 券 信 託 受 託 者
株 式 会 社 B C 信 託 銀 行

1 ,1 2 1 2 .2 1

株 式 会 社 ベ テ ル ギ ウ ス 9 0 4 1 .7 8

多 根 伸 彦 7 2 7 1 .4 3

多 根 直 槻 5 6 6 1 .1 1

株式会社日本カ スト ディ 銀行（ 信託口） 4 7 8 0 .9 4

２ ． 会社 現況
⑴　 株式 状況（ 2 0 2 3 年３ 月3 1 日現在）

④　 大株主 状況（ 上位1 0 名）

（ 注） 　 持株比率 自己株式（ 5 ,2 5 1 ,5 8 9 株） を 控除し て計算し ており ます。
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第 ４ 回 新 株 予 約 権 第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2 014 年９ 月１ 日 2 02 0年９ 月１ 日

新 株 予 約 権 数 5 ,4 5 0個
　

5 ,7 0 0個
　

新株予約権 目的と な る
株 式 種 類 と 数

普通株式 54 5 ,0 0 0株
(新株予約権１ 個につき 1 0 0 株)

　

普通株式 57 0 ,0 0 0株
(新株予約権１ 個につき 1 0 0 株)

　

新 株 予 約 権 払 込 金 額
新株予約権と 引換えに払い
込み 要し ない

新株予約権と 引換えに払い
込み 要し ない

新株予約権 行使に際し て
出 資 さ れ る 財 産 価 額

新株予約権１ 個当たり
5 0 ,8 0 0円

(１ 株当たり 　 5 08 円)
　

新株予約権１ 個当たり
3 0 ,1 0 0円

(１ 株当たり 　 3 01 円)
　

権 利 行 使 期 間
20 16 年９ 月２ 日から
20 24 年９ 月１ 日まで

2 022 年９ 月２ 日から
2 030 年９ 月１ 日まで

行 使 条 件 （ 注） １ ～４ （ 注） １ ～４

役 員
保有状況

取 締 役
（ 社外取締役を 除く ）

新株予約権 数 1 ,0 0 0個
目的と なる株式数 10 0 ,0 0 0株
保有者数 2名

　

新株予約権 数 4 ,5 0 0個
目的と なる株式数 45 0 ,0 0 0株
保有者数 2名

　

社 外 取 締 役
新株予約権 数 0個
目的と なる株式数 0株
保有者数 0名

　

新株予約権 数 20 0個
目的と なる株式数 2 0 ,0 0 0株
保有者数 2名

　

監 査 役
新株予約権 数 0個
目的と なる株式数 0株
保有者数 0名

　

新株予約権 数 70 0個
目的と なる株式数 7 0 ,0 0 0株
保有者数 3名

　

新株予約権等 状況

①　 当事業年度 末日において当社役員が保有し ている 職務執行 対価と し て

交付さ れた新株予約権等 状況

（ 注） 　 １ . 新株予約権者 、 新株予約権 権利行使時においても 、 当社また 当社関係会社
取締役、 監査役も し く 従業員 地位にある こ と を 要する 。 ただし 、 当社また 当
社関係会社 取締役およ び監査役を 任期満了により 退任し た場合、 また 定年退職
そ 他正当な理由 ある場合 こ 限り で ない。

２ . 新株予約権者 相続人による 本新株予約権 行使 認めない。
３ . 本新株予約権 行使によ っ て、 当社 発行済株式総数が当該時点における 授権株式

数を 超過する こ と と なると き 、 当該本新株予約権 行使を 行う こ と でき ない。
４ . 本新株予約権１ 個未満 行使を 行う こ と でき ない。
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第 ７ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2 02 2年５ 月3 1日

新 株 予 約 権 数 9 ,2 7 0個
　

新 株 予 約 権 目 的 と な る
株 式 種 類 と 数

普通株式 9 27 ,0 0 0 株
(新株予約権１ 個につき 1 0 0 株)

　

新 株 予 約 権 払 込 金 額 新株予約権と 引換えに払い込み 要し ない

新株予約権 行使に際し て出資さ れる
財 産 価 額

新株予約権１ 個当たり
27 ,9 0 0 円

(１ 株当たり 　 27 9円)
　

権 利 行 使 期 間
20 24 年５ 月1 4日から
20 32 年５ 月1 3日まで

行 使 条 件 （ 注） １ ～４

使用人等へ
交付状況

当 社 使 用 人
新株予約権 数 2 ,9 5 0 個
目的と なる株式数 2 95 ,0 0 0 株
保有者数 29 名

　

子会社 役員及び使用人
新株予約権 数 6 ,3 2 0個
目的と なる株式数 6 32 ,0 0 0 株
保有者数 68名

　

②　 当事業年度中に職務執行 対価と し て使用人等に対し 交付し た新株予約権

状況

（ 注） 　 １ . 新株予約権者 、 新株予約権 権利行使時においても 、 当社また 当社関係会社
取締役、 監査役も し く 従業員 地位にある こ と を 要する 。 ただし 、 当社また 当
社関係会社 取締役およ び監査役を 任期満了により 退任し た場合、 また 定年退職
そ 他正当な理由 ある場合 こ 限り で ない。

２ . 新株予約権者 相続人による 本新株予約権 行使 認めない。
３ . 本新株予約権 行使によ っ て、 当社 発行済株式総数が当該時点における 授権株式

数を 超過する こ と と なると き 、 当該本新株予約権 行使を 行う こ と でき ない。
４ . 本新株予約権１ 個未満 行使を 行う こ と でき ない。
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氏 名 地 位 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 状 況

多 根 幹 雄 代 表 取 締 役 会 長

株式会社ルネッ ト 代表取締役社長
ク ロ ーバー・ アセッ ト マネジメ ン ト 株式
会社代表取締役社長
A   ( E A A ) A取締役会長

公益財団法人奥出雲多根自然博物館理事長

澤 田 将 広 代 表 取 締 役 社 長 株式会社パリ ミ キ代表取締役社長

中 尾 文 彦 取 締 役 副 社 長 株式会社メ ディ シェ アード 代表取締役社長

岩 本 章 子 取 締 役

仁 野 　 覚 取 締 役
仏エスモード ・ イ ン タ ーナショ ナル代表
エスモード ・ ジャ ポン東京校代表

永 田 俊 郎 常 勤 監 査 役

西 村 善 朗 監 査 役
株式会社ユナイ テッ ド ・ パート ナーズ
会計事務所代表取締役
西村善朗・ 税理士事務所所長

佐 田 俊 樹 監 査 役

株式会社パリ ミ キ監査役
株式会社グッ ド パッ チ社外監査役
株式会社レ ノ バ社外監査役
株式会社ほぼ日社外監査役

⑵　 会社役員に関する 状況

①　 取締役および監査役 状況（ 2 0 2 3 年３ 月3 1 日現在）

（ 注） 　 １ . 取締役多根幹雄氏 、 株式会社ルネッ ト 代表取締役社長であり ます。 当社と 同社
と 間に、 債務保証契約 取引関係があり まし たが、 2 0 2 3 年３ 月3 1 日時点におい
て解消し ており ます。

２ . 取締役岩本章子氏およ び仁野覚氏 、 社外取締役であり ます。

３ . 監査役西村善朗氏およ び佐田俊樹氏 、 社外監査役であり ます。

４ . 当社 、 社外取締役およ び社外監査役全員を 東京証券取引所に対し 、 独立役員と し
て届け出ており ます。

５ . 監査役西村善朗氏 、 税理士 資格を 有し ており 、 財務およ び会計に関する 相当程
度 知見を 有し ており ます。

６ . 当事業年度中 取締役 重要な兼職 異動 、 次 と おり であり ます。

①　 取締役澤田将広氏 、 2 0 2 3 年３ 月3 1 日を も っ て株式会社パリ ミ キ 代表取締
役社長を 辞任によ り 退任いたし まし た。

②　 取締役中尾文彦氏 、 2 0 2 3 年３ 月3 1 日を も っ て株式会社メ ディ シェ アード
代表取締役社長を 辞任により 退任いたし まし た。
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②　 責任限定契約 内容 概要

当社 、 各社外取締役およ び各監査役と 間で、 会社法第4 2 7 条第１ 項

規定に基づき 、 同法第4 2 3 条第１ 項 損害賠償責任を 限定する 契約を 締結し

ており 、 当該契約に基づく 損害賠償責任 限度額 、 １ 百万円また 法令が

定める額 いずれか高い額と し ており ます。

③　 役員等賠償責任保険契約 内容 概要等

当社 、 保険会社と 間で、 当社および当社子会社 取締役、 監査役なら

びに執行役員等 使用人（ 当事業年度中に在任し ていた者を 含む。 ） を 被保

険者と する 、 会社法第4 3 0 条 ３ 第１ 項に規定する 役員等賠償責任保険契約

を 締結し ており 、 保険料 全額当社が負担し ており ます。 当該保険契約 内

容 概要 、 被保険者が、 そ 職務 執行に関し 責任を 負う こ と また 当該

責任 追及に係る 請求を 受ける こ と によ っ て生ずる こ と ある 損害を 当該保

険契約によ り 保険会社が填補する も であり 、 １ 年毎に契約更新し ており ま

す。 次回更新時に 同内容で 更新を 予定し ており ます。

④　 取締役および監査役 報酬等

イ ． 役員報酬等 内容 決定に関する 方針等

当社 、 2 0 2 1 年２ 月1 0 日開催 取締役会において、 取締役 個人別 報

酬等 内容にかかる 決定方針を 決議し ており ます。 当該取締役会 決議に際

し て 、 あら かじ め決議する 内容について指名・ 報酬委員会へ諮問し 、 答申

を 受けるこ と と し ており ます。

また、 取締役会 、 当事業年度に係る 取締役 個人別 報酬等について、

報酬等 内容や決定方法および決定さ れた報酬等 内容が取締役会で決議さ

れた決定方針と 整合し ている こ と や、 独立社外取締役から 意見が尊重さ れ

ているこ と を 確認し ており 、 当該決定方針に沿う も である と 判断し ており

ます。
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取締役 個人別 報酬等 内容にかかる 決定方針 内容 次 と おり で

す。

ａ ． 基本報酬に関する 方針

当社 取締役 基本報酬 、 月例 固定報酬と し 、 役割、 地位、 職責、

貢献度、 在任年数、 業績、 他社水準、 従業員給与 水準 各要素を 考慮

し 、 総合的に勘案し て決定する も と し ており ます。 なお、 役員退任後に

支給さ れる 退職慰労金 額 、 規程に基づき 、 月例 固定報酬額（ 高報

酬月額） を 基準に、 在任年数に応じ て算出する こ と と し ており ます。

ｂ ． 業績連動報酬等に関する方針

業績連動報酬等 、 連結会計年度ごと 業績向上に対する 意識を 高める

ため業績指標を 反映し た金銭報酬、 およ び当社 株価を 指標と する 株式報

酬と し ます。 金銭報酬 、 各連結会計年度 連結当期純利益（ 親会社株主

に帰属する 当期純利益） 一定水準以上 目標値に対する 達成度合いに応

じ て算出さ れた額を 賞与と し て、 毎年一定 時期に支給する こ と と し てお

り ます。

当社 株価を 指標と する 株式報酬 通常型 スト ッ ク ・ オプショ ン であ

り 、 新株予約権 割当日における 当社株価およ び行使価額等 諸条件を も

と にブラ ッ ク ・ ショ ールズ・ モデル等を 用いて公正価額を 算定し ており 、

当該株式報酬 内容・ 交付状況 、 イ ン タ ーネッ ト 上 当社ウェ ブサイ ト

に掲載する 事業報告 「 新株予約権等 状況」 に記載 と おり で あり ま

す。

なお、 現在 利益水準を 踏まえ、 当事業年度において賞与 支給さ れて

おり ません。

ｃ ． 非金銭報酬等に関する 方針

非金銭報酬等 、 株式報酬と し て 、 新株予約権によ る 通常型 ス ト ッ

ク ・ オプショ ン と し 、 毎年、 一定 時期に付与する も と し ます。 業務執

行取締役に 、 中長期 企業価値 増大、 株主重視 経営意識を 高めるた

め イ ン セン ティ ブを 与えるこ と を 目的と し 、 上位 役位ほど付与数が高

まる 構成と し ます。 社外取締役およ び監査役 、 中長期 企業価値増大お

よ び株主と 共通視点を 持たせる こ と を 目的と し 、 付与数 一律・ 一定数

と し ます。

新株予約権 、 職務執行 対価と し て発行する も であり 、 新株予約権

と 引換えに金銭 払込みを 要し ないも と し 、 新株予約権 付与総数 算

定方法 、 各連結会計年度 業績に与える 影響、 なら びに保有する 自己株

式 数を 含む資本政策、 株式希釈化 影響等も 考慮し 、 指名・ 報酬委員会

答申を 踏まえて決定いたし ます。

なお、 現在 利益水準等を 踏まえ、 当事業年度において非金銭報酬 支

給さ れており ません。

ｄ ． 報酬等 割合に関する 方針

業務執行取締役 種類別 報酬割合について 、 当社と 同程度 事業規

模や関連する 業種・ 業態に属する 企業を ベン チマーク と する 報酬水準を 踏

15



まえ、 指名・ 報酬委員会において検討を 行います。 取締役会（ 下記ｅ ．

委任を 受けた代表取締役会長） 指名・ 報酬委員会 答申内容を 尊重し 、

当該答申で示さ れた種類別 報酬割合 範囲内で、 取締役 個人別 報酬

等 内容を 決定する こ と と し ます。 なお、 基本報酬、 業績連動報酬等、 非

金銭報酬等 各報酬等 種類ごと 具体的な比率 、 現在 ８ ： １ ： １ を

基準と し ており ますが、 将来 業績回復時に 、 基本報酬 水準を 維持し

つつ比率を ６ ： ２ ： ２ まで変化さ せる こ と を 想定し ており ます。 また各業

務執行取締役 役割、 地位および会社へ 貢献度等を 総合的に勘案し たう

えで、 上位 役位ほど業績連動報酬等 ウェ イ ト が高まる構成と し ます。

ｅ ． 報酬等 決定 委任に関する 事項

個人別 報酬額について 、 取締役会決議に基づき 、 代表取締役会長が

そ 具体的内容について委任を 受ける も と し 、 そ 権限 内容 、 各取

締役 基本報酬 額および各取締役 担当事業・ 担当職務 業績を 踏まえ

た賞与 評価配分と し ます。 取締役会 、 当該権限が代表取締役会長によ

っ て適切に行使さ れる よう 、 指名・ 報酬委員会に原案を 諮問し 答申を 得る

も と し 、 上記 委任を 受けた代表取締役会長 、 当該答申 内容に従っ

て決定を し 、 決定し た個人別 報酬額を 指名・ 報酬委員会に報告し なけれ

なら ないこ と と し ており ます。 なお、 株式報酬について 、 上記 個人

別 報酬額と 同様 プロ セスによ り 、 指名・ 報酬委員会に原案を 諮問し 得

た答申を 踏ま え 、 取締役会で 取締役個人別 割当株式数を 決議いたし ま

す。

取締役会 委任決議に基づき 、 代表取締役会長多根幹雄 当社全体 事

業および業績を 俯瞰する 立場から 各取締役 職務・ 業績を 評価するこ と が

でき るこ と から 、 個人別 報酬額 具体的内容を 決定し ており ます。

ｆ ． 上記 ほか報酬等 決定に関する事項

指名・ 報酬委員会 、 取締役会 諮問機関と し て設置し ており 、 取締役

会よ り 委任を 受け、 社長そ 他取締役会で指名さ れた者から 起案さ れる 、

当社および主要子会社に関する 以下 審議事項について十分に審議し 、 取

締役会に付議するこ と と し ており ます。

・ 取締役、 代表取締役、 役付取締役、 執行役員、 監査役 個別 人事案

（ 選任・ 解任・ 選定・ 解職、 職務分担に関する 事項を 含む。 ） および人

事に関する基本方針案なら びに報酬制度に関する基本方針案

・ 取締役および監査役 報酬額案なら びに取締役およ び執行役員 個人別

具体的報酬額案（ 算定方法を 含む。 ）

・ そ 他取締役会から 諮問事項
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区 分 報 酬 等 総 額
報 酬 等 種 類 別 総 額

対象と な る
役員 員数基 本 報 酬

賞 与
( 業 績 連 動 報 酬 等 )

スト ッ ク ・ オプ ショ ン
(非金銭報酬等)

取 締 役
（ う ち 社外取締役）

8 7 百万円
（ 1 3 ）

8 3 百万円
（ 1 3 ）

－百万円
（ －）

3 百万円
（ 0 ）

５ 名
（ ２ ）

監 査 役
（ う ち 社外監査役）

2 5
（ 1 3 ）

2 4
（ 1 3 ）

－
（ －）

0
（ 0 ）

３
（ ２ ）

合 計
（ う ち社外役員）

1 1 2
（ 2 7 ）

1 0 8
（ 2 7 ）

－
（ －）

4
（ 0 ）

８
（ ４ ）

ロ． 当事業年度に係る報酬等 総額

（ 注） 　 １ . 取締役 報酬限度額 、 2 0 1 9 年６ 月2 5 日開催 第7 1 回定時株主総会において年
額3 0 0 百万円以内（ う ち 社外取締役3 0 百万円以内。 ただし 、 使用人兼務取締役
使用人分給与 含まない。 ） と 決議いただいており ます。 当該株主総会終結時点
取締役 員数 、 ７ 名（ う ち 、 社外取締役 ３ 名） です。 また別枠で、 2 0 2 1 年６
月2 5 日開催 第7 3 回定時株主総会において、 スト ッ ク ・ オプショ ン 報酬額と し て
年額1 0 0 百万円（ う ち 社外取締役1 0 百万円） 以内と 決議いただいており ま す。 当
該株主総会終結時点 取締役 員数 、 ５ 名（ う ち 、 社外取締役 ２ 名） です。

２ . 監査役 報酬限度額 、 2 0 1 9 年６ 月2 5 日開催 第7 1 回定時株主総会において年
額5 0 百万円以内と 決議いただいており ま す。 当該株主総会終結時点 監査役 員
数 、 ３ 名です。 また 別枠で、 2 0 2 1 年６ 月2 5 日開催 第7 3 回定時株主総会にお
いて 、 スト ッ ク ・ オプショ ン 報酬額と し て年額2 0 百万円（ う ち 社外監査役1 0 百万
円） 以内と 決議いただいており ます。 当該株主総会終結時点 監査役 員数 、 ３ 名
です。
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兼 任 そ 他 状 況

取 締 役 岩 本 章 子

取 締 役 仁 野 　 覚
仏エスモード ・ イ ン タ ーナショ ナル代表
エスモード ・ ジャ ポン東京校代表

監 査 役 西 村 善 朗
株式会社ユナイ テッ ド ・ パート ナーズ会計事務所代表取締役
西村善朗・ 税理士事務所所長

監 査 役 佐 田 俊 樹

株式会社パリ ミ キ監査役
株式会社グッ ド パッ チ社外監査役
株式会社レ ノ バ社外監査役
株式会社ほぼ日社外監査役

出 席 状 況 、 発 言 状 況 お よ び 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 概 要

取 締 役 岩 本 章 子

当事業年度開催 取締役会７ 回 全てに出席し ま し た。 国際
金融、 国際経済に関する 専門的かつ幅広い見地から 、 積極的
に提言、 発言を 行っ ており ま す。 ま た、 指名・ 報酬委員会
委員長と し て 、 客観的・ 中立的立場で当社 役員候補者 選
定や役員報酬等 決定過程における 監督機能を 主導し ており
ます。

取 締 役 仁 野 　 覚

当事業年度開催 取締役会７ 回 う ち ６ 回に出席し ま し た。
国際的な フ ァ ッ シ ョ ン およ び教育界における 高い見識と 海外
各国において 豊富な 学校経営 経験から 、 積極的に提言、 発
言を 行っ て おり ま す。 ま た 、 指名・ 報酬委員会 委員と し
て 、 客観的・ 中立的立場で当社 役員候補者 選定や役員報
酬等 決定過程における監督機能を 主導し ており ます。

監 査 役 西 村 善 朗

当事業年度開催 取締役会７ 回 全て、 ま た監査役会８ 回
全てに出席し 、 税理士と し て 会計・ 税務 専門的な 見地から
取締役会において 、 意思決定 妥当性・ 適正性を 確保する た
めに積極的に発言を 行っ ており ま す。 ま た、 監査役会におい
て 、 財務・ 会計における 適正性 確保 面から 質問・ 発言を
適宜行っ ており ます。

監 査 役 佐 田 俊 樹

当事業年度開催 取締役会７ 回 全て、 ま た監査役会８ 回
全てに出席し 、 企業監査に関する 専門的かつ幅広い見地から
取締役会において 意思決定 妥当性・ 適正性を 確保する ため
に積極的に発言を 行っ て おり ま す。 ま た 、 監査役会におい
て 、 当社 企業経営全般に関し 投資家 視点も 踏ま え た 質
問・ 発言を 適宜行っ ており ます。

⑤　 社外役員に関する事項

イ ． 他 法人等と 兼職状況および当社と 当該他 法人等と 関係

ロ． 当事業年度における 主な活動状況

（ 注） 上記 取締役会 開催回数 ほか、 会社法第3 7 0 条およ び当社定款第2 3 条 規定に基
づき 、 取締役会決議があっ たも と みなす書面決議が６ 回あり まし た。
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支 払 額

当事業年度に係る 会計監査人 報酬等 額 5 5 百万円

当社およ び子会社が会計監査人に支払う べき 金銭
そ 他 財産上 利益 合計額

5 5 百万円

⑶　 会計監査人 状況

①　 名称　 　 EY新日本有限責任監査法人

②　 報酬等 額

（ 注） 　 １ . 当社と 会計監査人と 間 監査契約において、 会社法に基づく 監査と 金融商品取引
法に基づく 監査 監査報酬等 額を 明確に区分し ておら ず、 実質的にも 区分でき ま
せん で、 当事業年度に係る 会計監査人 報酬等 額に こ れら 合計額を 記載し
ており ます。

２ . 監査役会 、 会計監査人 監査計画 内容、 会計監査 職務遂行状況および報酬見
積も り 算出根拠等が適切である かどう かについて必要な検証を 行っ たう えで、 会
計監査人 報酬等 額について同意 判断を いたし まし た。

③　 会計監査人 解任また 不再任 決定 方針

監査役会 、 会計監査人 職務 執行に支障がある 場合等、 そ 必要があ

ると 判断し た場合 、 株主総会に提出する 会計監査人 解任また 不再任に

関する議案 内容を 決定いたし ます。

また、 会計監査人が会社法第3 4 0 条第１ 項各号に定める 項目に該当すると

認めら れる 場合 、 監査役全員 同意に基づき 、 会計監査人を 解任いたし ま

す。 こ 場合、 監査役会が選定し た監査役 、 解任後 初に招集さ れる 株主

総会におき ま し て 、 会計監査人を 解任し た旨と 解任 理由を 報告いたし ま

す。

④　 責任限定契約 内容 概要

当社と 会計監査人EY新日本有限責任監査法人 、 会社法第4 2 7 条第１ 項

規定に基づき 、 同法第4 2 3 条第１ 項 損害賠償責任を 限定する 契約を 締結

し ており 、 当該契約に基づく 損害賠償責任 限度額 5 0 百万円ま た 法令

が定める額 いずれか高い額と し ており ます。
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業務 適正を 確保する ため 体制

取締役 職務 執行が法令および定款に適合するこ と を 確保するため 体制

そ 他会社 業務 適正を 確保するため 体制について 決定内容 概要 以

下 と おり であり ます。

① 取締役・ 従業員 職務執行が法令およ び定款に適合するこ と を 確保するた

め 体制

1 ) 経営理念なら びに信条 基本に則っ た精神を グループ全体に強い意を 持

っ て浸透さ せ継承するこ と によ り 、 法令と 社会倫理 遵守を 含めた未来

ある べき 人間形成を まず企業活動 原点と するこ と を 徹底する 。

2 ) 当社および当社子会社 取締役および従業員が法令・ 定款 遵守を 徹底

するため、 コ ン プラ イ アン ス担当役員およびコ ンプラ イ アン ス委員会を

設置し 、 コ ン プ ラ イ アン ス基本方針およ び行動規範を 策定する と と も

に、 当社および当社子会社 取締役および従業員が法令・ 定款等に違反

する行為を 発見し た場合 報告体制を 構築する。

3 ) コ ンプラ イ アンス上 重要な事態が発生し た場合に 、 そ 内容・ 対処

案がコ ンプラ イ アン ス担当役員を 通じ 、 取締役会およ び監査役に報告さ

れる体制を 構築する 。

4 ) コ ンプラ イ アンス基本方針に従い、 内部監査部門と 連携し て実施状況を

管理・ 監督し 、 コ ンプラ イ アン ス委員会 、 従業員に対し て適切な研修

体制を 構築し 内部通報相談窓口（ ミ キホッ ト ラ イ ン ） を 設置する 。

5 ) 反社会的勢力排除に向け、 行動規範に反社会的な活動や勢力に対し て

毅然と し た態度で臨み、 一切関わら ないこ と を 定め、 全社的に取り 組

む。

② 取締役 職務執行に係る情報 保存およ び管理に関する体制

取締役 職務 執行に係る 情報・ 文書 取り 扱い 、 文書管理規程および

情報管理・ 秘密保持規則に従い適切に保存および管理 運用を 実施し 、 必要

に応じ て運用状況 検証、 各規程等 見直し 等を 行う 。

③ 財務報告 適正性を 確保する ため 体制

情報開示 透明性および公正性を 促進する ために、 経理規程および連結決

算規程によ っ て経理処理方法を 統一する 基準を 定め、 財務諸表および財務諸

表に重大な影響を 及ぼす可能性 ある情報 適正性を 確保する も と する 。
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④ 損失 危険 管理に関する 規程そ 他 体制

1 ) 内部統制を 推進するために、 リ スク マネジメ ント 担当役員およ びリ スク

マネジメ ント 委員会を 設置し 、 お客様、 社員、 そし て企業 将来も 見据

え、 それぞれ 立場でリ スク マネジメ ント 規程を 定め、 リ スク 管理体制

構築および運用を 行う 。

2 ) 各部署 リ スク マネジメ ント 規程に基づき 事前予兆対応体制を 整え、 そ

れぞれ リ スク マネジメ ン ト を 行い、 リ スク マネジメ ント 委員会へ定期

的に状況を 報告し 、 連携を 図る。

3 ) 重大な緊急事態が発生し た場合に 、 取締役社長指揮下 対策本部を 設

置し 、 迅 な対応を 行い、 損害 拡大を 防止する体制を 整える。

4 ) リ スク マネジメ ント 規程およびリ スク 分類別マニュ アルに基づき 、 内部

監査部門が監査を 実施する 。

⑤ 取締役 職務執行が効率的に行われるこ と を 確保する ため 体制

1 ) 経営計画について 、 経営理念を 基軸に置き 、 計画に基づき 目標達成

ために活動する 。 また、 事前予兆対応体制下において、 経営目標が当初

予定通り に進捗し ている か業績報告を 通じ 定期的に検証を 行う 。

2 ) 取締役 職務執行について 、 取締役会規則によ り 定めら れている 事項

およびそ 付議基準に該当する 事項について すべて取締役会に付議す

る。

3 ) 日常 職務遂行に際し て 、 職務分掌規程に基づき 、 権限と 責任と 創

性発揮 契約が行われ、 各責任者が職務権限基準に則り 業務を 遂行す

る。

⑥ 当社グループにおける 業務 適正を 確保するため 体制

1 ) 当社子会社 経営において 、 各社 自主性と 当社グループ 戦略・ 経

営理念・ 信条を 尊重し 、 子会社 取締役等 職務執行が効率的に行われ

る体制、 なら びに子会社 損失 危険 管理体制を 確保するため、 子会

社に対し 関係会社管理規程に基づき 、 事業内容、 業務執行状況なら びに

財務状況等について 定期的な報告を 求め、 重要案件について 事前協

議を 行う 。

2 ) リ スク マネジメ ント 規程を グループ共通 規定と し 、 当社と 当社子会社

相互に連携し てグループ全体 リ スク 管理を 行う 。

3 ) グループ各社にコ ン プラ イ アンス担当者を 置き 、 コ ン プラ イ アンス基本

方針においても グループ共通で策定・ 運用する。

⑦ 監査役 職務 補助に関する体制

1 ) 監査役が必要と し た場合 監査役スタ ッ フ を 置く 。

2 ) 監査役 職務を 補助するスタ ッ フ 任命・ 異動について 監査役会 事

前 同意を 得るも と する 。

3 ) 監査役スタ ッ フ 人事考課について 常勤監査役が行う も と する。

4 ) 取締役およ び従業員 、 監査役スタ ッ フ 業務が円滑に行われるよう 、

監査環境 整備に協力する 。
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⑧ 監査役へ 報告体制、 そ 他 監査役へ 報告に関する 体制および監査役

監査が実効的に行われる こ と を 確保するため 体制

1 ) 当社および当社子会社 取締役および従業員また こ れら 者から 報告

を 受けた者 、 業務また 業績に影響を 与える重要な事項について監査

役に報告する 。 また、 職務 執行に関する法令違反、 定款違反およ び不

正行為 事実、 あるい 会社に著し い損害を 及ぼす恐れがある 場合

やかに監査役へ報告する。 なお、 監査役 必要に応じ て、 当社およ び当

社子会社 取締役および従業員に対し て業務執行に関する 事項について

報告を 求める こ と ができ る 。

2 ) 上記 監査役へ報告し た者に対し て、 当該報告を し たこ と を 理由と し て

不利な取り 扱いを するこ と を 禁止する 。

3 ) 監査役 、 会計監査人、 内部監査部門、 グループ各社 監査役と 情報交

換に努め、 会合を 定期的に開催し 、 連携し て当社およ びグループ各社

監査 実効性を 確保するも と する。

4 ) 監査役がそ 職務 執行について生ずる 費用 前払い等を 請求し たと き

、 当該監査役 職務 執行に必要でないと 認めら れた場合を 除き 、

やかに当該費用また 債務を 処理する 。

業務 適正を 確保する ため 体制 運用状況 概要

当社グループ 、 内部統制システムに関し て、 以下 具体的な取り 組みを 行

っ ており ます。

①　 取締役 職務 執行

社外取締役２ 名を 含む取締役５ 名 取締役会に出席し 、 法令および定款等

に定めら れた事項や経営上 重要事項について審議を 行い、 活発な議論を 経

て意思決定を 行う と と も に、 各取締役 業務執行 監督を 行っ ており ます。

当事業年度 取締役会を ７ 回開催いたし まし た。 取締役会で 子会社 経営

およ び業務執行状況について、 当社および当社子会社 取締役・ 執行役員等

より 報告を 受けており 、 子会社 適正な業務執行を 統治し ており ます。

②　 監査役 職務 執行

社外監査役２ 名を 含む監査役３ 名 、 監査役会が決定し た監査計画、 監査

業務 分担等に基づき 、 取締役 職務 執行を 監査し ており ます。 当事業年

度 監査役会を ８ 回開催いたし まし た。 監査役会で 当社および当社子会社

取締役・ 従業員から 重要事項 報告を 受けており ます。 また監査役 取締

役会 ほか重要な会議に出席し 、 子会社 取締役・ 従業員よ り 報告を 受け、

意見交換を 行いまし た。 こ れら 職務 執行により 当社グループ 経営状況

を 監視する と と も に、 会計監査人から 定期的に監査状況を 聴取し ており ま

す。 監査役 、 会計監査人、 内部統制部門、 内部監査部門および子会社 内

部監査部門、 なら びに子会社 監査役と 間で定期的に連絡会議を 開催し 情

報交換等を 行う こ と により 、 内部統制システム 整備なら びに運用状況を 確

認し ており ます。
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③　 コ ンプラ イ アン ス体制なら びにリ スク 管理体制

当社グループ コ ン プラ イ アン ス委員会なら びにリ スク マネジメ ン ト 委員

会 、 当社およ び当社子会社 取締役等が各委員を 構成し ており 、 当社グル

ープ全体における コ ン プラ イ アン ス体制なら びにリ スク マネジメ ン ト 体制

推進に関する課題 把握と そ 対応策を 協議し 決定し ており ます。

コ ン プラ イ アン ス委員会 内部通報相談窓口（ ミ キホッ ト ラ イ ン ） を 設置

し ており 、 問題 早期発見およ び是正対応に努めており ます。 そ 運用状況

コ ン プラ イ アン ス委員会へ定期的に報告さ れており 、 重要な事案について

コ ン プラ イ アン ス担当役員より 取締役会および監査役へ報告を 行う こ と に

し ており ます。

当事業年度におき まし て 、 コ ン プラ イ アン ス教育計画に基づき 、 組織内

職務と 責任に応じ た管理職向け 階層別研修、 子会社 営業部門内に任命

し たコ ン プラ イ アン ス推進リ ーダー向け 研修などを 実施するほか、 会社規

程 見直し ・ 改定を 行う こ と により 、 内部統制 推進を 図り まし た。 また、

全社意識調査 実施、 就業環境を 守る ため ハラ スメ ン ト 対応ガイ ド ラ イ ン

周知活動、 なら びにコ ン プラ イ アン スに関する 知識・ 情報を 社内ポータ ル

サイ ト において継続的に発信する こ と などによ り 、 コ ン プラ イ アン ス意識

啓蒙と 浸透に努めまし た。

リ スク 管理におき まし て 、 リ スク マネジメ ン ト 委員会によ り リ スク 管理

体制 構築およ び運用を 行っ ており 、 事前予兆対応体制 整備と し て災害対

策マニュ アルを 整備し 、 各店舗における 防災対策 確認と 、 従業員 安否確

認システム 通報訓練を 行う 全社防災訓練を 年２ 回定期的に実施し ており ま

す。

新型コ ロ ナウイ ルス 感染拡大防止 対応について 、 お客様に安心し て

当社グループ 店舗を 利用し ていただける よ う 、 お客様なら びに社員 健康

と 安全確保を 第一に、 対応指針を 策定し 対策を 実施し まし た。 また自然災害

等 リ スク 発生時に 対策本部を 設置し 迅 な対応を 行い、 損害 拡大を 防

止し 復旧に取り 組むと と も に、 経営理念・ 信条に則り 社会的使命を も っ て顧

客、 地域社会等へ 支援活動を 実施し ており ます。

④　 内部監査体制

内部監査部門 取締役社長直轄 組織と し て設置し ており ます。 内部監査

部門 、 本社およ び子会社 店舗等 監査を 直接また 子会社 内部監査部

門と 連携し て実施し ており 、 内部監査 結果を 取締役社長へ定期的に報告を

行っ ており ま す。 ま た、 監査役会およ び会計監査人と 適宜連絡・ 調整を 行

い、 適切に連携を 行っ ており ます。
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⑷　 剰余金 配当等 決定に関する 方針

当社 、 企業価値 向上と 持続的な成長を 目指すため、 中長期 事業投資に

備えた内部留保と キャ ッ シュ ・ フ ロー 状況を 考慮し 、 財務 健全性を 維持す

るこ と を 、 資本政策 基本方針と し ており ます。

配当方針につき まし て 、 株主 皆様に当社株式を 長期的かつ安定的に保有

し ていただける よ う 、 継続的かつ安定し た配当を 実施するこ と と し 、 安定し た

収益を 創出でき る よ う になっ た時点で業績に応じ た配当政策を 実現でき る よう

目指し てまいり ます。 具体的な配当 額につき まし て 、 経営環境および業績

現状を 踏まえ、 グローバルな 事業展開および資本政策なら びに社会情勢を 総

合的に勘案し て決定いたし ます。 また、 自己株式 取得につき まし て 、 経営

環境 変化に対応し た機動的な資本政策を 遂行するため、 中長期的な資本政策

観点から 適宜実施を 検討し てまいり ます。

当事業年度 期末配当金につき まし て 、 2 0 2 3 年５ 月1 2 日開催 取締役会

決議によ り 、 １ 株につき ３ 円と し 、 2 0 2 3 年６ 月８ 日を 支払開始日と さ せてい

ただき ます。 こ れにより 当事業年度 年間配当金 、 １ 株につき ６ 円（ 中間配

当金３ 円、 期末配当金３ 円） と なり ます。

内部留保につき まし て 、 世界的な紛争やそれに伴う 資源やエネルギー高な

ど 情勢不安な状況で あり ますが、 ど よ う な状況下でも 、 お客様に安心し

て来店いただける 魅力ある 店舗づく り に今後も 取り 組む予定であり 、 前事業年

度に設備投資を 行っ た店舗 実績が順調である こ と も 踏まえて、 引き 続き 積極

的に設備投資を 行い、 中長期 業績向上に繋げてまいり ます。
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（ 2 0 2 3 年３ 月3 1 日現在） （ 単位： 百万円）

資 産 部 負 債 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

前 払 費 用

そ 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ 他

投 資 そ 他 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

建 設 協 力 金

そ 他

貸 倒 引 当 金

関係会社投資損失引当金
　

1 ,6 3 9

1 ,2 9 4

1 0 5

1 1 5

6 3

6 0

2 8 ,3 8 9

6 2 4

1 7 5

1

1 1

4 3 5

0

1 1 0

1

4 2

6 6

2 7 ,6 5 4

3 5 4

2 5 ,8 6 9

0

3 ,7 0 6

1 9

1 7 1

2 3 1

△2 ,3 5 9

△3 3 9
　

流 動 負 債 1 ,0 7 1

買 掛 金 4

短 期 借 入 金 8 0 0

未 払 金 6 9

未 払 法 人 税 等 4 4

賞 与 引 当 金 1

資 産 除 去 債 務 3 5

そ 他 1 1 6

固 定 負 債 2 1 5

長 期 未 払 金 3 9

繰 延 税 金 負 債 5 4

そ 他 1 2 1

負 債 合 計 1 ,2 8 7

純 資 産 部

株 主 資 本 2 8 ,4 4 7

資 本 金 5 ,9 0 1

資 本 剰 余 金 6 ,8 2 9

資 本 準 備 金 6 ,8 2 9

利 益 剰 余 金 2 4 ,4 0 9

利 益 準 備 金 5 8 2

そ 他 利 益 剰 余 金 2 3 ,8 2 6

海 外 投 資 積 立 金 3 ,2 2 0

別 途 積 立 金 2 0 ,8 9 0

繰 越 利 益 剰 余 金 △2 8 3

自 己 株 式 △8 ,6 9 2

評価・ 換算差額等 1 2 4

そ 他 有価証券 評価差額 金 1 2 4

新 株 予 約 権 1 7 0

純 資 産 合 計 2 8 ,7 4 2

資 産 合 計 3 0 ,0 2 9 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3 0 ,0 2 9

貸　 借　 対　 照　 表

（ 注） 　 記載金額 百万円未満を 切り 捨てて表示し ており ます。
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（ 2 0 2 2 年 4  月 1  日から
2 0 2 3 年 3  月3 1 日まで ）

（ 単位： 百万円）

科 目 金 額

売 上 高

商 品 売 上 高 5 2 0

営 業 収 益

経 営 指 導 料 7 5 1

賃 貸 収 入 1 5 8

受 取 配 当 金 7 9 9 8 9

売 上 原 価 1 8 0

売 上 総 利 益 1 ,3 2 9

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1 ,2 0 2

営 業 利 益 1 2 7

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1 1

受 取 保 証 料 6

為 替 差 益 9 1

関 係 会 社 投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 2 1 9

そ 他 7 3 3 6

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2

支 払 手 数 料 5

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 7 3 9

そ 他 7 7 5 5

経 常 損 失 2 9 1

特 別 利 益

金 地 金 売 却 益 2 1 1 2 1 1

特 別 損 失

減 損 損 失 0 0

税 引 前 当 期 純 損 失 8 1

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7 1

法 人 税 等 還 付 税 額 △2

法 人 税 等 調 整 額 △1 6 8

当 期 純 損 失 1 4 9

損　 益　 計　 算　 書

（ 注） 　 記載金額 百万円未満を 切り 捨てて表示し ており ます。
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（ 2 0 2 2 年 4  月 1  日から
2 0 2 3 年 3  月3 1 日まで ）

（ 単位： 百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計資本準備金

そ 他資本
剰 余 金

資 本剰余 金
合 計

利益準備金

そ 他利益剰余金
利益剰余金
合 計海外投資

積 立 金
別 途 積
立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5 ,9 0 1 6 ,8 2 9 － 6 ,8 2 9 5 8 2 3 ,2 2 0 2 0 ,8 9 0 1 7 1 2 4 ,8 6 3 △8 ,6 9 2 2 8 ,9 0 1

事 業 年 度 中 変 動 額

剰 余 金 配 当 △3 0 4 △3 0 4 △3 0 4

当 期 純 損 失 △1 4 9 △1 4 9 △1 4 9

自 己 株 式 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外
項目 事業年度中
変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 変 動 額 合 計 － － － － － － △0 △4 5 4 △4 5 4 △0 △4 5 4

当 期 末 残 高 5 ,9 0 1 6 ,8 2 9 － 6 ,8 2 9 5 8 2 3 ,2 2 0 2 0 ,8 9 0 △2 8 3 2 4 ,4 0 9 △8 ,6 9 2 2 8 ,4 4 7

評価・ 換算差額等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
そ 他 有 価証
券 評 価 差 額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1 0 6 1 0 6 1 2 9 2 9 ,1 3 7

事 業 年 度 中 変 動 額

剰 余 金 配 当 △3 0 4

当 期 純 損 失 △1 4 9

自 己 株 式 取 得 △0

株 主 資 本 以 外
項目 事業年度中
変 動 額 ( 純 額 )

1 8 1 8 4 1 5 9

事 業 年 度 中 変 動 額 合 計 1 8 1 8 4 1 △3 9 4

当 期 末 残 高 1 2 4 1 2 4 1 7 0 2 8 ,7 4 2

株主資本等変動計算書

（ 注） 　 記載金額 百万円未満を 切り 捨てて表示し ており ます。

27


